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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板の一方の面に形成された被加工層にビームを照射して加工するビーム加工装置であ
って、
　気体を噴出することにより前記基板を略平らに浮かせた状態に支持する気体浮上機構と
、
　前記基板の一方の面に形成された被加工層にビームを照射し、前記被加工層を加工する
ビーム照射手段と、
　を備え、
　前記気体浮上機構は、気体を噴出する気体噴出機構を有し、前記基板を当該基板の前記
被加工層が形成された一方の面を下にして略平らに浮かせた状態に支持するステージと、
前記基板の側縁部に係合して前記基板を前記ステージ上で一方向に移動させる搬送機構と
を備え、
　前記ビーム照射手段は、前記基板に垂直にビームを照射するヘッドと、当該ヘッドを前
記基板の搬送方向と直交するＸ軸方向に沿って移動させるＸ軸移動機構と、当該Ｘ軸移動
機構によりＸ軸方向に移動する前記ヘッドをＸ軸方向に直交するＹ軸方向に沿って移動さ
せるＹ軸移動機構とを備え、
　当該ビーム照射手段は、前記基板の被加工層の加工に際し、当該基板の他方の面の上側
から当該基板を介してビームを前記被加工層に照射し、かつ、前記Ｙ軸移動機構を用いて
前記ヘッドを移動させることにより、前記基板の移動に同期してビーム照射位置を前記基
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板の移動方向に沿った方向に移動するとともに、前記Ｘ軸移動機構を用いて前記ヘッドを
移動させることにより、当該ビーム照射位置を前記基板の移動方向に直交する方向に移動
し、
　前記搬送機構により前記基板を移動している状態で、前記ビーム照射手段によるビーム
照射により、前記基板の前記被加工層を加工することを特徴とするビーム加工装置。
【請求項２】
　前記搬送機構により移動中の前記基板に対して、前記ビーム照射手段が複数の前記ビー
ム照射位置を前記基板の搬送方向に沿って当該基板の所定の搬送速度と同じ速度で移動し
、かつ、同時に、前記基板の前記被加工層の一方の側縁側から他方の側縁側に向かって搬
送方向に直交する方向に移動することで、前記基板に前記ビーム照射位置の数となる本数
の加工を施す順方向等速加工制御工程と、
　当該順方向等速加工制御工程後に、前記ビーム照射手段が前記基板の前記被加工層の他
方の側縁側で前記ビーム照射位置を前記基板の搬送方向と逆方向に移動するように制御し
て搬送中の前記基板の前記順方向等速加工制御工程で複数の前記ビーム照射位置の前記搬
送方向の最も後側となる前記ビーム照射位置で加工された部分から前記所定間隔離れた位
置に、複数の前記ビーム照射位置の前記搬送方向の最も先側となる前記ビーム照射位置か
ら照射されるビームを照射可能に移動する他側縁側照射位置合わせ制御工程と、
　前記他側縁側照射位置合わせ制御工程後に、前記ビーム照射手段が搬送中の前記基板に
対して複数の前記ビーム照射位置を前記基板の搬送方向に沿って当該基板の所定の搬送速
度と同じ速度で移動し、かつ、同時に、前記基板の前記被加工層の他方の側縁側から一方
の側縁側に向かって搬送方向に直交する方向に移動することで、前記基板に前記ビーム照
射位置の数となる本数の加工を施す逆方向等速加工制御工程と、
　前記逆方向等速加工制御工程後に前記基板の前記被加工層の一方の側縁側で複数の前記
ビーム照射位置を前記基板の搬送方向と逆方向に移動するように制御して搬送中の前記基
板の前記逆方向等速加工工程で複数の前記ビーム照射位置の前記搬送方向の最も後側とな
る前記ビーム照射位置で加工された部分から前記所定間隔離れた位置に、複数の前記ビー
ム照射位置の前記搬送方向の最も先側となる前記ビーム照射位置から照射されるビームを
照射可能に移動する一側縁側照射位置合わせ制御工程とからなる制御工程で複数の前記ビ
ーム照射位置を移動させるように前記ビーム照射手段を制御するビーム照射位置移動制御
手段を備えることを特徴とする請求項１に記載のビーム加工装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載のビーム加工装置により前記基板の被加工層を加工する
ことを特徴とするビーム加工方法。
【請求項４】
　請求項１または請求項２に記載のビーム加工装置により加工された被加工層を有するこ
とを特徴とするビーム加工基板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガラス基板等の基板上に例えば光電効果を利用した発電システムとなる半導
体素子を形成する際に、半導体素子を構成する薄膜をビーム（レーザ等）によりパターニ
ングする場合に好適に用いることができるビーム加工装置、ビーム加工方法および当該ビ
ーム加工装置により加工された被加工層（薄膜）を有するビーム加工基板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、シリコン系アモルファスを用いた前記発電システムの製造においては、大きな
ガラス基板上に最初に透明電極（例えば、酸化インジウム、酸化スズ、酸化亜鉛等）層を
形成してパターニングを行い、次いで、ガラス基板上にアモルファスシリコン層（光電変
換層）を形成してパターニングを行い、次いで、ガラス基板上に金属電極を形成してパタ
ーニングを行う。



(3) JP 4467632 B2 2010.5.26

10

20

30

40

50

　この際の各パターニングを、湿式ではなく、レーザビームを用いたレーザパターニング
で行う方法が確立されている。
【０００３】
　ここでのレーザパターニングは、ガラス基板上に順次形成される各薄膜層にそれぞれ順
次溝（スリット）をつけて溝を境に薄膜層を電気的に絶縁して、多数の電池セルに分割す
るためのものであり、レーザスクライブとも称される。
　このようなレーザスクライブにおいて、ガラス基板に形成された透明電極層に、ガラス
基板側からレーザビームを照射することにより溝を形成している（例えば、特許文献１参
照）。
【０００４】
　すなわち、レーザビームを、ガラス基板の被加工層が形成された面側ではなく、その反
対側となる面から照射することになる。この場合に、例えば、ガラス基板の上側からレー
ザビームを照射する構成とすると、例えば、台上にガラス基板を、被加工層を下にした状
態で配置することなる。この場合に、被加工層が台上面に接触することから、被加工層が
傷ついたり、加工時に台の影響（例えば、温度や、レーザの反射）を受けたりする可能性
がある。
【０００５】
　そこで、ガラス基板の周辺部を支持して、ガラス基板を吊った状態として、上からレー
ザを照射することが行われている。
　この場合に、ガラス基板を周辺部から吊った状態で一方向に搬送し、レーザの照射位置
をガラス基板の搬送方向に略直交する方向に移動することで、ガラス基板上の被加工層に
ストライプ状に溝を形成している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－５４２５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、光電効果を利用した発電システムの製造や、プラズマディスプレイ等のパネ
ルディスプレイの製造等においては、コスト削減のために、ガラス基板の大型化が進めら
れている。
　ガラス基板の大型化に際し、基本的にガラス基板を厚くすることはないので、大型化さ
れたガラス基板を周辺部で支持すると、ガラス基板が下側に大きく撓むことになる。これ
により、ガラス基板の左右側部の高さ位置と、左右の中央部の高さ位置とが大きく異なる
ことになる。
【０００８】
　また、レーザを照射する際には、光学素子により、レーザを被加工層上で集光もしくは
結像することになる。上側からレーザを照射する際に、上述のようにガラス基板の位置に
よって、その高さ位置が大きく違う場合には、照射位置となるいずれかの場所で光学素子
の焦点を合わせても、照射位置を移動すると、焦点がずれてしまうことになる。
【０００９】
　そこで、従来、レーザスクライブ用のレーザビーム加工装置においては、例えば、ガラ
ス基板に対して焦点を常時合わせるためのオートフォーカス機構が設けられていた。すな
わち、上述のように撓むガラス基板のレーザ照射位置の高さ位置（光学素子としての対物
レンズからの距離）を測定し、測定結果に基づいて光学素子としての対物レンズを上下動
することにより、常に被加工層が光学素子の焦点範囲内となるように対物レンズを上下に
動かしていた。
【００１０】
　ここで、ガラス基板の撓んで湾曲する方向（左右方向）と、レーザの照射位置の移動方
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向（左右方向）とが一致するため、加工中には、常に対物レンズが焦点位置を合わせるた
めに、上下に移動した状態となる。
　したがって、レーザスクライブ開始時に、対物レンズの高さ位置を合わせた後には、対
物レンズの高さ位置を代えることなく、レーザスクライブを続行するようなことができな
い。
【００１１】
　このようなオートフォーカス機構を設けることで、レーザスクライブを行うレーザビー
ム加工装置の構造が煩雑化するとともにコストが高くなっていた。また、レーザスクライ
ブを行う際に、被加工層の高さ位置の測定とそれに伴う対物レンズの高さ位置の変更がレ
ーザスクライブ作業の作業速度のボトルネックとなる可能性もあり、この場合に、レーザ
スクライブ作業の高速化がオートフォーカス機構により阻害されることになる。
　また、レーザスクライブを行うと、溝を形成する際に昇華または液化した被加工層を構
成する物質が固化した粉末、もしくはレーザにより剥離された粉末が発生する。上述のよ
うに、ガラス基板を被加工層を下にした状態でかつ空中に吊った状態であれば、レーザ加
工によって発生した粉末がガラス基板上に降り落ちてくるような状態とはならないが、ガ
ラス基板の下側に粉末が降り積もる状態となる。
　これにより、ビーム加工装置においては、頻繁に清掃が必要となる。
【００１２】
　本発明は、上記事情に鑑みて為されたもので、オートフォーカスによりビームの焦点位
置を常時調整する必要がないビーム加工装置、ビーム加工方法および前記ビーム加工装置
に加工された被加工層を有するビーム加工基板を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　請求項１に記載のビーム加工装置は、基板の一方の面に形成された被加工層にビームを
照射して加工するビーム加工装置であって、
　気体を噴出することにより前記基板を略平らに浮かせた状態に支持する気体浮上機構と
、
　前記基板の一方の面に形成された被加工層にビームを照射し、前記被加工層を加工する
ビーム照射手段と、
　を備え、
　前記気体浮上機構は、気体を噴出する気体噴出機構を有し、前記基板を当該基板の前記
被加工層が形成された一方の面を下にして略平らに浮かせた状態に支持するステージと、
前記基板の側縁部に係合して前記基板を前記ステージ上で一方向に移動させる搬送機構と
を備え、
　前記ビーム照射手段は、前記基板に垂直にビームを照射するヘッドと、当該ヘッドを前
記基板の搬送方向と直交するＸ軸方向に沿って移動させるＸ軸移動機構と、当該Ｘ軸移動
機構によりＸ軸方向に移動する前記ヘッドをＸ軸方向に直交するＹ軸方向に沿って移動さ
せるＹ軸移動機構とを備え、
　当該ビーム照射手段は、前記基板の被加工層の加工に際し、当該基板の他方の面の上側
から当該基板を介してビームを前記被加工層に照射し、かつ、前記Ｙ軸移動機構を用いて
前記ヘッドを移動させることにより、前記基板の移動に同期してビーム照射位置を前記基
板の移動方向に沿った方向に移動するとともに、前記Ｘ軸移動機構を用いて前記ヘッドを
移動させることにより、当該ビーム照射位置を前記基板の移動方向に直交する方向に移動
し、
　前記搬送機構により前記基板を移動している状態で、前記ビーム照射手段によるビーム
照射により、前記基板の前記被加工層を加工することを特徴とする。
【００１４】
　請求項１に記載の発明においては、気体浮上機構により、基板を被加工層を下にして平
らに浮かせた状態に支持し、基板全体が噴出する気体で支持された状態なので、基板が自
重により撓むのを防止することができる。したがって、基板が気体浮上機構により撓まず
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にほぼ平面状で支持された状態で、ビームを照射するので、基板の位置によって、ビーム
の照射位置が上下に大きくずれることがない。
【００１５】
　したがって、ビームの照射位置が基板に対して相対的に移動しても、ビームの焦点位置
を変更することなく、被加工層を焦点範囲内に含めることが可能となり、例えば、ビーム
照射開始時やメンテナンス時等において、一回、ビームの焦点位置を調整すれば、作業中
にビームの焦点位置を随時変更する必要がなくなる。
　これにより、オートフォーカス機構を省略することができ、ビーム加工装置のコストを
大幅に削減できるとともに、ビーム加工装置の対物光学装置の焦点調整部分の構造を大幅
に簡略化することができる。
【００１６】
　また、オートフォーカス機構がないことから、オートフォーカス機構の制御による作業
の遅延が発生することがなく、作業の高速化を図る際の阻害要因をなくすことができる。
　また、基板の被加工層を下にする場合でも、被加工層はステージ等に対して非接触で、
かつ、ステージとの間に気体層が形成された状態なので、被加工層が接触することによる
破損や、ビームにより加工される被加工層がステージから影響を受けるのを防止すること
ができる。例えば、ステージによる温度や、ビームの反射等の影響を抑制することができ
る。
【００１７】
　また、ビームでの基板の被加工層の加工に際し、基板を搬送した状態でビームを照射し
て被加工層を加工できるので、ビーム照射による加工時に基板の搬送開始と搬送停止を短
い間隔で繰り返す必要がない。ここで、例えば、短い間隔で繰返し直線状の加工を行うこ
とで、ストライプ状に多数のラインを加工するような場合に、基板が大型化されて重量が
大きくなると、慣性力も大きくなり、搬送開始、搬送停止時に大きな力を必要とするとと
もに、移動機構（搬送機構）に大きな負荷がかかることになる。移動機構に強度が高く駆
動力の大きなものが必要となり、設備コストおよびランニングコストが高くなる。また、
搬送開始時、搬送停止時に移動機構だけではなく、大型化した基板にも大きな負荷がかか
る可能性があり、基板に負荷がかかりすぎないようにする対策が必要となる虞がある。
【００１８】
　すなわち、基板を浮上させた状態で搬送するので、搬送の開始と停止とを繰り返すこと
なく等速で搬送した状態とするならば、移動機構は、大きな駆動力を必要としないととも
に、大きな強度も必要とせず、コストの低減を図ることができる。また、大型の基板を浮
上させた状態で等速で搬送しながら被加工層を加工することで、基板に大きな負荷がかか
ることもなく、良好な状態を維持したまま基板を加工することができる。
　また、搬送しながら加工することで、加工時間の短縮を図ることができる。
【００２６】
　請求項２に記載のビーム加工装置は、請求項１に記載の発明において、前記搬送機構に
より移動中の前記基板に対して、前記ビーム照射手段が複数の前記ビーム照射位置を前記
基板の搬送方向に沿って当該基板の所定の搬送速度と同じ速度で移動し、かつ、同時に、
前記基板の前記被加工層の一方の側縁側から他方の側縁側に向かって搬送方向に直交する
方向に移動することで、前記基板に前記ビーム照射位置の数となる本数の加工を施す順方
向等速加工制御工程と、
　当該順方向等速加工制御工程後に、前記ビーム照射手段が前記基板の前記被加工層の他
方の側縁側で前記ビーム照射位置を前記基板の搬送方向と逆方向に移動するように制御し
て搬送中の前記基板の前記順方向等速加工制御工程で複数の前記ビーム照射位置の前記搬
送方向の最も後側となる前記ビーム照射位置で加工された部分から前記所定間隔離れた位
置に、複数の前記ビーム照射位置の前記搬送方向の最も先側となる前記ビーム照射位置か
ら照射されるビームを照射可能に移動する他側縁側照射位置合わせ制御工程と、
　前記他側縁側照射位置合わせ制御工程後に、前記ビーム照射手段が搬送中の前記基板に
対して複数の前記ビーム照射位置を前記基板の搬送方向に沿って当該基板の所定の搬送速
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度と同じ速度で移動し、かつ、同時に、前記基板の前記被加工層の他方の側縁側から一方
の側縁側に向かって搬送方向に直交する方向に移動することで、前記基板に前記ビーム照
射位置の数となる本数の加工を施す逆方向等速加工制御工程と、
　前記逆方向等速加工制御工程後に前記基板の前記被加工層の一方の側縁側で複数の前記
ビーム照射位置を前記基板の搬送方向と逆方向に移動するように制御して搬送中の前記基
板の前記逆方向等速加工工程で複数の前記ビーム照射位置の前記搬送方向の最も後側とな
る前記ビーム照射位置で加工された部分から前記所定間隔離れた位置に、複数の前記ビー
ム照射位置の前記搬送方向の最も先側となる前記ビーム照射位置から照射されるビームを
照射可能に移動する一側縁側照射位置合わせ制御工程とからなる制御工程で複数の前記ビ
ーム照射位置を移動させるように前記ビーム照射手段を制御するビーム照射位置移動制御
手段を備えることを特徴とする。
【００２７】
　請求項３に記載のビーム加工方法は、請求項１または請求項２に記載のビーム加工装置
により前記基板の被加工層を加工することを特徴とする。
【００２８】
　請求項３に記載の発明においては、請求項１または請求項２に記載の発明と同様の作用
効果を得ることができる。
【００２９】
　請求項４に記載のビーム加工基板は、請求項１または請求項２に記載のビーム加工装置
により加工された被加工層を有することを特徴とする。
【００３０】
　請求項４に記載の発明においては、請求項１または請求項２に記載の発明と同様の作用
効果を得ることができる。
【００３１】
　また、請求項１に記載のビーム加工装置において、前記気体浮上機構は、気体を噴出す
る気体噴出機構を有し、前記基板を平らな状態に浮かせて支持するステージと、前記基板
を前記ステージ上で少なくとも一方向に移動させる移動機構とを備え、前記ビーム照射手
段は、前記ビームの照射位置を前記基板の１つの移動方向に交差する一方向に沿って往復
動自在とされ、前記ステージには、前記ビーム照射手段によるビーム照射位置の移動範囲
に前記被加工層のビーム照射による加工によって生じる粉体を吸引する粉体除去手段が設
けられ、前記粉体除去手段は、前記ステージの前記ビーム照射位置の往復動範囲を含む部
分でステージを途切れた状態としたスリット部と、当該スリット部から前記粉体を吸引す
る吸引手段とを備えるものとしてもよい。
【００３２】
　この場合に、基板の下側に気体噴出機構が存在するため、ビーム加工によって、昇華ま
たは液化した被加工層が固化した粉末、もしくは剥離した粉末が発生した場合に、例えば
、噴出する気体によって、粉末が吹き飛ばされる可能性がある。これにより、作業場全体
を頻繁に清掃する必要が生じることになるが、本発明では、気体を噴出して基板を支持す
るステージの、ビーム照射位置の範囲が途切れた状態のスリット部とされ、スリット部に
粉末を吸引する吸引手段があるので、ビーム照射位置で昇華または液化して、その近傍で
固化する粉末が直ぐに吸引されることになる。
　これにより、粉末が噴出する気体により吹き飛ばされて飛散する前に回収することがで
きる。
　したがって、ビーム加工装置や作業場を頻繁に清掃しなくとも、ビーム加工装置および
その周辺を清浄な状態に保持することができる。
　また、ビームの照射により昇華して発生した被加工層の気体も吸引されることになるの
で、昇華した被加工層が基板の近傍で固化して基板に付着するのを抑制することができる
。
【発明の効果】
【００３３】
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　本発明のビーム加工装置、ビーム加工方法およびビーム加工基板によれば、被加工層を
加工するビームを基板の反対側から照射するために、基板の被加工層を下にした際に、被
加工層を他の部材に接触させない状態で、基板の自重による撓みを防止することができる
。基板の被加工層を他の部材に接触させることなく、基板を平面状に保持できることから
、撓む基板に対応してビームの照射位置の焦点を合わせるためのオートフォーカス機構を
必要とせず、ビーム加工装置を簡略化してコストダウンを図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係るビーム加工装置の概略を示す平面図である。
【図２】前記ビーム加工装置の概略を示す側面図である。
【図３】本発明の第２の実施の形態に係るビーム加工装置の概略を示す平面図である。
【図４】第２の実施の形態に係るビーム加工装置の概略を示す正面図である。
【図５】第２の実施の形態のビーム照射方法を説明するための図面である。
【図６】第３の実施の形態に係るビーム加工装置を示す概略図である。
【図７】第３の実施の形態に係るビーム加工装置を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　以下、添付した図面を参照しながら、本発明の第１の実施の形態を説明する。
　図１および図２は、本発明の第１の実施の形態に係るビーム加工装置の概略構成を示す
ものである。
　この例のビーム加工装置は、例えば、前記発電システムや、プラズマディスプレイ等の
製造に好適に用いられるもので、ガラス基板等の透明基板上に形成された薄膜層をビーム
（ここではレーザビーム）により、パターニングするものであり、基板上の薄膜層（被加
工層）にレーザビームを照射して昇華、液化、剥離させることにより溝を形成し、当該溝
で薄膜層を分断した状態とすることで、薄膜層を任意の形状にするものであるが、ここで
は、例えば、ストライプ状やマトリックス状となるように薄膜に溝を形成する。
【００３６】
　この例では、最終的な製品をアモルファスシリコン用いた前記発電システムとした場合
について説明する。前記発電システムでは、大きな電圧を得られないことから、ガラス基
板等の透明基板上に、例えば、ストライプ状に多数のセルを形成するとともに、これを直
列で接続した状態とすることにより、必要な電圧を出力可能としている。
【００３７】
　そして、製造に際しては、まず、ガラス基板側から太陽光を取り入れるので、ガラス基
板側に透明電極の薄膜を形成する。そして、この透明電極の薄膜に所定間隔で溝を形成す
ることにより、ストライプ状の透明電極を形成する。次いで、透明電極状に光電変換を行
う半導体素子としてのアモルファスシリコンの薄膜を形成する。なお、この部分は例えば
、ＰＮ接合やＰＩＮ接合を有する半導体素子となっている。
【００３８】
　そして、ストライプ状にパターニングされた透明電極の薄膜層上に光電変換層として複
数層からなるアモルファスシリコン層を成膜した後に、再び、レーザビームにより、溝を
形成する。なお、この溝は、上述の透明電極の薄膜層に形成した溝に隣接するように形成
される。
【００３９】
　次に、金属電極の薄膜層を形成し、同様にレーザビームにより溝を形成する。この際に
は、上述のアモルファスシリコン層に形成された溝に隣接するとともに、アモルファスシ
リコン層に形成された溝に隣接する透明電極に形成された溝とは、反対側でアモルファス
シリコン層の溝に隣接するように、金属電極の溝が形成される。すなわち、各層の溝は、
透明電極層の溝、アモルファスシリコン層の溝、金属電極層の溝の順に並んで隣接した状
態に形成される。
【００４０】
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　そして、以上のような各薄膜への溝の形成に本発明のビーム加工装置が用いられる。
　図１および図２に示すようにビーム加工装置は、気体を噴出することにより前記基板（
ガラス基板２）を平らに浮かせた状態に支持する気体浮上機構１０と、前記基板の一方の
面に形成された被加工層３にビームを照射し、前記被加工層３を加工するビーム照射手段
５０とを備える。
【００４１】
　気体浮上機構１０は、例えば、板状で後述のガラス基板２の搬送方向に沿って長く延在
するステージ１１と、ステージ１１上にほぼ均等に散在するように配置された多数の気体
噴出板１２と、ステージ１１の両側部に配置されて、ガラス基板２の左右両側部に係合す
るとともに、ガラス基板２を一つの搬送方向に沿って搬送するための移動機構１４とを備
える。
【００４２】
　前記ステージ１１は、基本的に板状であるが、例えば、搬送方向に沿って延在する複数
の板体からストライプ状の構成となっていてもよい。また、ステージ１１は、ビーム照射
手段５０の後述の対物光学装置５１の搬送方向に沿った線状のレーザビーム照射位置の部
分で、搬送方向におけるレーザビーム照射位置の後側（手前側）と、前側（先側）とに２
分割された状態となっており、この後側のステージ１１ａと、前側のステージ１１ｂとの
間にスリット状の間隔であるスリット部１１ｃが形成されている。
【００４３】
　このスリット部１１ｃは、後側のステージ１１ａと、前側のステージ１１ｂとを分割し
た状態として、これらステージ１１ａとステージ１１ｂとの間に形成される。なお、ステ
ージ１１を２分割せずに、レーザビーム照射位置にスリット状の開口部を設け、これをス
リット部としてもよい。
【００４４】
　各ステージ１１には、上述の気体噴出板１２が配置されている。
　また、気体噴出板１２は、多孔質性のセラミック板からなるか、もしくは多数の孔が設
けられた金属板もしくは樹脂板からなっている。
　そして、気体噴出板１２の裏面側は当該気体噴出板１２側を除いて密封された状態の空
間を構成する図示しない容器状の裏部材が取り付けられ、圧縮気体を供給する配管が接続
され、この配管に例えば圧縮気体供給手段であるコンプレッサや、ガスボンベが接続され
て、圧縮気体を供給するようになっている。
【００４５】
　この気体噴出板１２と当該気体噴出板１２に圧縮気体を供給する圧縮気体供給手段と、
当該圧縮機体供給手段と、気体噴出板１２との間をつなぐ配管等から気体噴出機構が形成
されている。
　なお、圧縮気体としては、例えば、空気や窒素ガスなどが用いられるが、加工される被
加工層３に影響を与えない気体が用いられることが好ましく、例えば、酸素で被加工層３
が酸化されてしまうような場合には、窒素ガス等の不活性ガスを用いることが好ましい。
【００４６】
　また、気体噴出板１２において、気体を噴出する噴出口と、気体を吸引する吸引口とを
有する構成とするか、気体噴出板１２に加えて気体吸引板１５を設ける構成としてもよい
。
　これは、気体の噴出と気体の吸引を行うとともに、気体の噴出量と、気体の吸引量との
少なくとも一方を制御することにより、浮上した状態のガラス基板２の高さを一定に保つ
ように制御するための構成である。
【００４７】
　気体を噴出するだけとして、気体の噴出量でガラス基板２の浮上高さをある程度調節す
ることができるが、高い精度でかつ迅速にガラス基板２の浮上高さを制御する上では、気
体を噴出するだけではなく、吸引も同時に行うことで、例えば、ガラス基板２が上に移動
した場合に、単に気体の噴出量を減少させるのではなく、気体を吸引することで、ガラス
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基板２を迅速に下に戻すことができる。
【００４８】
　この際に、気体噴出板１２と気体吸引板１５が例えば互い違いに分散配置されることが
好ましい。また、気体噴出板１２より気体吸引板１５が少ない構成としてもよい。また、
気体吸引板１５がビーム加工時に発生する粉体を吸引しないように、ガラス基板２のビー
ム加工位置の近傍となる部分に気体吸引板１５を配置しないことが好ましい。
【００４９】
　なお、本発明では、後述のように、レーザ照射位置となるスリット部１１ｃに、レーザ
ビーム加工により生じる粉体を吸引する後述の吸引手段１３を備えており、この吸引手段
１３の気体の吸引量と、レーザ照射位置の近傍に配置された気体噴出板１２における気体
噴出量とを制御して、レーザ照射位置におけるガラス基板２の高さを略一定に保持するよ
うにしてもよい。
【００５０】
　なお、気体の噴出と吸引とを用いたガラス基板２の高さ調整においては、例えば、レー
ザ照射位置となる直線上の部分もしくはその近傍で、ガラス基板２の高さ位置（例えば、
下側を向く面の高さ位置）を測定し、当該測定結果としてのガラス基板２の高さに基づい
て、気体の噴出量と気体の吸引量とを調節するように制御する。基本的にガラス基板２の
高さ位置が上昇傾向となったら、気体の噴出量を減少し、気体の吸引量を増加する。また
、下降傾向となったら気体の噴出量を増加し、気体の吸引量を減少させることになる。
【００５１】
　また、移動機構１４は、例えば、ガラス基板２の左右の側縁部に係合し、ガラス基板２
を搬送方向に移動するものである。なお、移動方法は、例えば、ボールねじ機構のような
ものや、ワイヤを用いたものや、リニアモータを用いたものなど、一般に被加工物を一方
向に移動させる機構を用いることができる。ガラス基板２は、前記ステージ１１を有する
気体浮上機構１０により浮上した状態とされているので、移動機構１４がガラス基板２を
吊った状態に完全に保持する必要はなく、搬送方向に押したり引いたりできる程度に保持
する構造となっていればよい。
【００５２】
　前記ステージ１１には、ビーム照射手段５０によるビーム照射位置の後述の移動範囲に
前記被加工層３のビーム照射による加工によって生じる粉体を吸引する粉体除去手段１６
が設けられている。そして、粉体除去手段１６は、上述のステージ１１に設けられたスリ
ット部１１ｃと、スリット部１１ｃに設けられて粉体を吸引する吸引手段１３を備えてい
る。すなわち、スリット部１１ｃは、粉体を吸引して除去するために形成されたものであ
り、粉体除去手段１６の一部となる。
【００５３】
　吸引手段１３は、スリット部１１ｃ内に配置される吸引口１３ａと、吸引を行うための
コンプレッサと、当該コンプレッサと吸引口１３ａとを接続する配管と、当該配管の途中
に設けられて固気分離（粉体分離）を行うためのサイクロン装置（図示略）とを備える。
　吸引口１３ａは、前記スリット部１１ｃにスリット部１１ｃの長さ方向、すなわち、ガ
ラス基板２の搬送方向に直交する方向に、複数並んで設けられている。
【００５４】
　そして、吸引口１３ａで吸引された粉体もしくは粉体となる前の昇華した気体（吸引中
に固体となる）は、コンプレッサで吸引されてサイクロン装置に至る。
　サイクロン装置は、周知の粉体分離用のサイクロンであり、渦巻き状の気流により、固
体が気体から遠心分離されて、略気体だけが排出される。この気体は、コンプレッサに至
ることになる。
【００５５】
　また、サイクロンで回収された固体は、再利用もしくは廃棄される。
　ビーム照射手段５０は、この例においてレーザの光源装置等を有し、レーザを生成する
図示しないレーザ生成部と、レーザビームをガラス基板に照射するための光学系とを備え
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るものである。
　光源装置は、例えば、レーザとして、ＹＡＧレーザ、ＣＯ2レーザや、その他の気体レ
ーザ、固体レーザ、半導体レーザ、液体レーザ、ファイバーレーザ、薄膜ディスクレーザ
等の少なくとも何れか１つを用いることできる。
【００５６】
　ここでは、例えば、可視光のレーザとして波長５３２ｎｍのＹＡＧレーザを用いる。
　また、ＹＡＧレーザは、基本的に波長が１０６４ｎｍであるが、これを半分の５３２ｎ
ｍとする技術が知られており、５３２ｎｍの可視光とすることで、ガラス基板を効率的に
透過することができる。
【００５７】
　なお、光源は、ＹＡＧレーザ用のものに限定されるものではなく、かつ、レーザビーム
の波長も５３２ｎｍに限定されるものではないが、レーザビームは、ガラス基板２等の被
加工層３を有する基板を透過する波長である必要があり、例えば可視光を透過し、かつ、
可視光領域以外の電磁波を透過しにくい基板においては、可視光のビームを用いることが
好ましい。また、被加工層３では、ビームが効率的に吸収されて、ビームにより効率的に
加工が可能なことが好ましく、ビームとされる電磁波の波長は、基板を透過（吸収率が低
く）し易く、かつ、被加工層３に吸収されやすい波長を選択する必要がある。
【００５８】
　また、基板が透明で、被加工層３が透明電極のような場合には、例えば、可視光で、か
つ、基板側には吸収のピークがなく、透明電極側には吸収のピークがあるような波長を選
択しても良いし、可視光領域とその周辺領域、例えば、近赤外線領域や、近紫外線領域で
基板側は透過しやすく、被加工層３側は透過しにくい波長を選択してもよい。
　また、レーザビームは、パルスであってもよい。
　また、ビーム照射手段５０の光学系は、対物光学装置（対物レンズ）５１を備え、対物
光学装置５１により、被加工層に集光もしくは結像の焦点が合わされ、ビームが照射され
るようになっている。
【００５９】
　対物光学装置５１は、例えば、上述のステージ１１のスリット部１１ｃ上にスリット部
１１ｃに沿って（ガラス基板２の搬送方向に直交して）設けられたガイドレール５３に移
動自在に支持されており、ガラス基板２の搬送方向に直交する方向にガイドレール５３に
案内された状態で移動自在となっている。また、図示しない駆動装置により、ガイドレー
ル５３に沿って、対物光学装置５１が往復動可能となっている。
【００６０】
　また、対物光学装置５１へのレーザビームの供給は、例えば、ミラーやプリズムを用い
て、対物光学装置５１に向けて光源装置側からレーザを照射し、対物光学装置５１で、ビ
ームの照射方向を、ガラス基板２側に向けるとともに、ガラス基板２にビームを照射する
。例えば、光源装置からミラーやプリズムを介して、上述のガイドレール５３に沿ってレ
ーザを照射する状態とし、ガイドレール５３に沿って移動する対物光学装置５１に常時レ
ーザを照射可能な状態とする。
【００６１】
　なお、対物光学装置５１にレーザを照射する際に光ファイバを経由して、レーザを照射
する構成としてもよい。
　また、各対物光学装置５１は、それぞれ、例えば、高さ位置の変更等などの周知の方法
により、焦点位置を調整可能となっているが、オートフォーカス機能は設けられておらず
、一度、焦点位置を調整した後のレーザビーム加工中に、自動でレーザビームの焦点を変
更する必要はないものとなっている。
【００６２】
　また、レーザの照射により、溝を形成して被加工対象物をストライプ状に加工する際に
、対物光学装置５１をガラス基板２の搬送方向に沿って複数並べて、一度に複数本のレー
ザビームを同時に照射する構成としてもよい。
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　すなわち、被加工層３に形成する溝どうしの間隔に対応して、レーザを照射できるよう
に対物光学装置５１を並べて配置し、これら対物光学装置からレーザビームを同時に照射
することにより、同時に複数の溝を形成して、作業時間の短縮を図るようにしてもよい。
【００６３】
　この際にも、ガラス基板２のほぼ全体が、気体によりほぼ平面状に支持されているので
、各対物光学装置５１にオートフォーカス機能を設ける必要がない。
　以上のような、ビーム加工装置を用いたビーム加工方法を説明する。
　この例では、上述のようにアモルファスシリコンを用いた前記発電システムの製造に本
発明を応用しており、ガラス基板２上に透明電極層、光電変換層、金属電極層をそれぞれ
形成する毎にビーム加工が行われる。
【００６４】
　ビーム加工においては、前記気体浮上機構１０と同様の気体浮上機構１０を有する搬送
経路を用いて、ビーム加工装置にガラス基板２が搬入される。この際にレーザビームによ
り加工される被加工層３は、ガラス基板２の下側となっている。すなわち、ガラス基板２
は、被加工層が形成された面を下にして、気体浮上機構１０のステージ１１上で僅かに浮
上した状態とされる。そして、ガラス基板２は、ビーム加工装置において、気体浮上機構
１０のステージ１１上で移動機構１４に接続され、対物光学装置５１の移動方向と直交す
る搬送方向に搬送される。
【００６５】
　そして、ガラス基板２の搬送方向の先端側となる端部が、ステージ１１の上述のスリッ
ト部１１ｃに達し、ガラス基板２に形成された被加工層３の溝形成位置が、ガイドレール
５３に支持された対物光学装置５１に達したところで、搬送を停止する。
　そして、レーザを出力した状態で、対物光学装置５１をガイドレール５３に沿って被加
工層３の一方の側縁から他方の側縁まで一方向に移動することで溝を形成して、溝で被加
工層３を分断した状態とする。
【００６６】
　また、この際には、粉体除去手段１６の吸引手段１３を作動させて、対物光学装置５１
の移動範囲の下側に設けられたスリット部１１ｃからその上側に配置されたガラス基板２
の被加工層３側の気体を吸引する。これにより、レーザビームが照射されることで、昇華
または液化した被加工層を構成する物質が固化した粉体、剥離によって生じた粉体が吸引
手段１３に吸引される。
【００６７】
　これで、レーザビーム加工により粉体が発生しても、粉体が噴出する気体により飛び散
って、ビーム加工装置やその周囲を汚染させることがなく、清浄な状態に保持することが
できる。
　また、ステージ１１とガラス基板２とが僅かな距離だけ離間した状態、言い換えれば、
ステージ１１とガラス基板２とが近接した状態で、ステージ１１のスリット部１１ｃから
ガラス基板２のスリット部１１ｃ側を向く被加工層３で発生する被加工層３の気体や粉体
を吸引可能となるので、効率的にこれら気体や粉体を吸引することができる。すなわち、
確実に粉体を除去可能となる。
【００６８】
　次に、再び、次の溝形成位置がレーザビーム照射位置となるまで、移動機構によりガラ
ス基板２を搬送して停止する。
　そして、レーザビームを出力しながら、対物光学装置５１をガイドレール５３に沿って
、前の回のレーザ照射の際の移動方向と逆方向に移動し、被加工層３に溝を形成する。
　以上の操作を被加工層３の溝加工すべき部分のすべてに溝を形成するまで繰り返すこと
により、一つの被加工層３に対する溝を形成する。次いで、被加工層３上に次の被加工層
３を形成した後に、上述のビーム加工を再び行う。
【００６９】
　そして、上述のように透明電極層、光電変換層（アモルファスシリコン層）、金属電極
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層を形成するとともに、これらの層のすべてにビーム加工による溝を形成する。これによ
り、ガラス基板２上に多数のセルに分割されるとともに直列に接合された前記発電システ
ムが製造される。
　この際には、ガラス基板２が撓むことがないように噴出する気体により浮上した状態と
なっているので、上述のようにガラス基板２の自重による撓みに対応するためにオートフ
ォーカス機構によるビーム加工中の焦点調整を必要とせず、オートフォーカス機構を設け
る必要がなく、ビーム加工装置のコストダウンを図ることができる。
【００７０】
　また、オートフォーカス機構がないことから、オートフォーカスの制御が、ビーム加工
の速度のボトルネックとなることがなく、ビーム加工の遅延要因が減少し、ビーム加工の
さらなる高速化を図ることができる。
　また、ステージ１１にレーザビームの照射位置の移動範囲（対物光学装置の移動範囲）
に対応するスリット部１１ｃを設け、このスリット部１１ｃにおいて、当該スリット部１
１ｃの直上でビーム照射により昇華または液化する被加工層を気体もしくは粉体として吸
引し、ビーム加工により生じる粉体を飛び散らせることなく回収可能としているので、ビ
ーム加工装置およびその周辺を清浄に保つことができる。
【００７１】
　また、ステージ１１上から噴出する気体と、スリット部１１ｃで吸引する気体とから気
流が発生し、ガラス基板２のビーム照射位置で昇華または液化された被加工層３が、ビー
ム照射位置で再び固化し、形成された溝に再付着してしまうのを抑制することができる。
　これにより、より精度の高いビーム加工が可能となり、それに基づいて被加工層３をア
モルファスシリコンを用いた前記発電システムとした場合に、当該発電システムの発電効
率を高めることができる。
【００７２】
　また、複数の対物光学装置５１を用いて、複数のビームを同時に照射して、被加工層に
複数の溝を同時に形成することで、ビーム加工の迅速化を図った場合も、ガラス基板２が
撓まないように噴出気体で支持されているので、複数のビームのぞれぞれの焦点位置が被
加工層３から外れる可能性が低く、かつ、より高い精度で、ビームの焦点位置を合わせる
ことが可能となることから、複数同時にビーム加工することにより、発生する加工精度の
ばらつきを抑制し、より、高い精度でビーム加工を行うことができる。また、この高い精
度のビーム加工により、前記発電システムの発電効率の向上を図ることができる。すなわ
ち、ビーム加工の精度が低下すると、製造される前記発電システムの発電効率が低下する
ことが知られており、ビーム加工の精度の向上により、発電効率の低下を防止し、より高
い発電効率の前記発電システムを製造することが可能となる。
【００７３】
　また、本発明のビーム加工装置で加工された被加工層３を有するビーム加工基板は、従
来の気体浮上機構１０を持たないビーム加工装置と、ほぼ同様の条件で製造されても加工
精度の向上を図ることができ、それに基づく性能の向上を見込むことができる。
【００７４】
　図３および図４は、本発明の第２の実施の形態に係るビーム加工装置の概略構成を示す
ものである。また、図５はビームを照射するヘッドの移動を説明するための図面である。
　この第１の実施の形態では、ガラス基板２の搬送を停止した状態でビーム加工を行って
いたのに対して、第２の実施の形態では、ガラス基板２と同様の基板１０１を搬送した状
態のまま停止せずにビーム加工を行うようになっており、ビーム照射手段におけるビーム
の照射位置を移動させる機構が異なるが、それ以外の構成は第１の実施の形態とほぼ同様
の構成となっており、同様の構成要素については説明を簡略化する。
【００７５】
　第２の実施の形態のビーム加工装置は、第１の実施の形態と同様の用途で用いることが
可能で、かつ同様の加工が可能なものであり、第１の実施の形態と同様に光電効果を利用
した発電システムを製造することができる。
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【００７６】
　図３および図４に示すようにビーム加工装置は、基板１０１の一方の面に形成された被
加工層１０２（薄膜層）にビーム１０３を照射して加工するものであって、前記基板１０
１を一方向に搬送する搬送機構（移動機構）１０４と、当該搬送機構１０４に搬送されて
いる前記基板１０１の他方の面側から当該基板１０１の一方の面に形成された被加工層１
０２に当該基板１０１を透過してビーム１０３を照射するとともに、ビーム照射に際して
当該基板１０１に垂直にビームを照射するヘッド１１０を有するビーム照射装置１１１（
ビーム照射手段）と、前記ヘッド１１０を前記搬送機構１０４で搬送される基板１０１に
平行な面に沿い、かつ、互いに交差する二方向に同時に移動させることが可能なヘッド移
動装置１２０とを備えている。
【００７７】
　この例における基板１０１および基板１０１の被加工層１０２は、たとえば、第１の実
施の形態と同様のものである。また、搬送機構１０４は、第１の実施の形態における気体
浮上機構１０の移動機構１４と同様のものである。また、第２の実施の形態においても、
気体浮上機構１０が用いられるものとなっており、第１の実施の形態のステージ１１と同
様のステージ１４１が用いられ、気体を噴出することにより、基板１０１を浮上させるよ
うになっている。
　なお、基板１０１にストライプ状に加工されて形成される被加工層１０２の溝の方向に
対して、搬送機構１０４による基板の搬送方向は、直交する方向となっている。
　すなわち、形成すべき溝の方向に対して直交して搬送されるように、搬送機構１０４に
基板１０１をセットする必要がある。
【００７８】
　そして、ヘッド１１０を有するビーム照射装置１１１は、レーザを生成する光源装置１
１２と、当該光源装置１１２からレーザをヘッド１１０に導くビーム誘導系とを備えてい
る。
　光源装置１１２は、例えば、第１の実施の形態と同様のレーザを出力する。
【００７９】
　なお、この例では、ヘッド１１０は複数のレーザビームを被加工層１０２に同時に照射
するようになっており、複数の対物光学装置１１３、ここではたとえば４つの対物光学装
置１１３が設けられている。なお、照射するビームの数に対応して光源装置１１２おいて
も、４つのビームを出力するようになっている。
　そして、光源装置１１２からヘッド１１０にレーザを導くビーム誘導系は、この例では
複数のミラー１１５，１１６，１１７，１２８，１２９によって構成される。
【００８０】
　また、ビーム照射装置１１１のビーム誘導系には、光源装置１１２からヘッド１１０の
光路長をヘッド１１０の移動位置に拘わらずほぼ一定に保持する光路長調整装置１１４が
設けられている。
　この例では、ヘッド１１０は、基板１０１の搬送方向としてのＹ軸方向に直交する基板
１０１の幅方向としてのＸ軸方向に沿って略基板１０１の幅程度の距離を移動するように
なっており、基板１０１が大型のガラス基板の場合に、ヘッド１１０の移動により光源装
置１１２からヘッド１１０までの距離が大きく変化する。
【００８１】
　ここで光源装置１１２から出力されるレーザビームは、たとえば，コリメートレンズに
より平行光に変換されているが、完全な平行光とはならず、回折等により僅かに拡散して
ビーム径が徐々に大きくなる。したがって、ミラーを用いてヘッド１１０にレーザビーム
を導く場合に、ヘッド１１０が光源装置１１２から大きく離れたり，近づいたりする構造
だと、離れた場合と近づいた場合で、対物光学装置１１３に入射するレーザビームのビー
ム径に明らかな違いが生じ、たとえば、これにより、焦点位置の変動や、ビーム強度の変
動が生じ、精密な加工が阻害される。
【００８２】
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　そこで、この例では、レーザビームを光路長調整装置１１４に迂回させて導くようにな
っている。
　なお、前記ビーム誘導系は、基本的には、光源装置１１２から出力されるレーザビーム
をＸ軸方向に導く第１のミラー１１５と、ヘッド１１０と一体にＸ軸方向に移動し、かつ
、Ｙ軸方向には移動しない部分としての後述のＸ軸スライダ１２２に設けられ、さらに、
第１のミラー１１５からのレーザビームをＹ軸方向に沿うように９０度曲げてヘッド１１
０に導く第２のミラー１１６とがあれば良いが、この例では、第１のミラー１１５と、第
２のミラー１１６との間のレーザビームの光路に光路長調整装置１１４が設けられている
。
【００８３】
　なお、この例においては、光軸をＹ軸方向に沿って配置された光源装置１１２の隣にヘ
ッド１１０のＸ軸方向の移動に対して光路長を調整するために光路長調整装置１１４が設
けられるが、光路長調整装置１１４へ入射されるレーザビームと、光路長調整装置１１４
から出射されるレーザビームの向きをＸ軸方向ではなく、Ｙ軸方向としている。また、光
路長調整装置１１４を第１のミラー１１５と第２のミラー１１６との間ではなく、これら
の外側でかつ第１のミラー１１５側となる位置に設けている。したがって、第１のミラー
１１５から第２のミラー１１６に向かうＸ軸方向に沿ったレーザビームを第１のミラー１
１５が第２のミラー１１６側ではなく、その反対側に向けて反射するようになっている。
　また、第１のミラー１１５から反射されるレーザビームをＸ軸方向からＹ軸方向に９０
度まげて光路長調整装置１１４に入射させる第３のミラー１２８と、光路長調整装置１１
４から出射されるＹ軸方向に沿ったレーザビームをＸ軸方向に曲げるとともに第２のミラ
ー１１６に反射させる第４のミラー１２９とが備えられている。
【００８４】
　そして、光路長調整装置１１４には、導かれて入射したレーザビームの方向と平行な方
向にレーザビームを反射して出力するためのミラー１１７，１１７が設けられている。ミ
ラー１１７，１１７は、たとえば，二枚設けられ、入射したレーザビームを９０度曲げて
反射するミラー１１７と、当該曲げられたレーザビームをさらに９０度まげて、前述のミ
ラー１１７と合わせて１８０度曲げるようになっている。これで、入射したレーザビーム
と平行な方向へ、入射したレーザビームを反射して返すことができる。なお、入射するレ
ーザビームの位置と、これに平行に反射されて出射されるレーザビームの位置とにはずれ
があり、入射するレーザビームは光源装置１１２側の第１のミラー１１５および第３のミ
ラー１２８を順番に反射されたもので、出射したレーザビームは、第４のミラー１２９を
介してヘッド１１０を支持するＸ軸スライダ１２２の第２のミラー１１６に向かうように
なっている。
【００８５】
　また、ここで、光路長調整装置１１４におけるレーザビームを反射する二枚のミラーは
、光路長調整装置１１４において、互いに平行な入射するレーザビームと、出射するレー
ザビームとの光軸にそって、これらレーザビームと平行な方向、すなわち、光軸方向に沿
って移動自在となっている。
【００８６】
　すなわち、光路長調整装置１１４は、前記二つのミラー１１７，１１７が搭載されたス
ライダ部１１８と、当該スライダ部１１８を、前記光軸方向（Ｙ軸方向）に移動自在に案
内するレール部１１９と、前記スライダ部１１８をレール部１１９に沿って移動させる図
示しない駆動源とを備えている。なお、駆動源は、ベルト、ワイヤ、ボールねじ等の回転
運動を直線運動に変換可能な伝動機構を有する回転モータや、リニアモータなど、スライ
ダ部１１８を直線方向に往復移動可能なものならばよい。
【００８７】
　そして、この光路長調整装置１１４を有するビーム誘導系は、光源装置１１２から出力
されるレーザビームをＸ軸方向に導くとともに、光路長調整装置１１４の前記二枚のミラ
ー１１７，１１７の一方のミラー１１７に向ける第１のミラー１１５および第３のミラー
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１２８と、光路長調整装置１１４から出力されるレーザビームを対物光学装置１１３に向
ける第２のミラー１１６および第４のミラー１２９を備える。なお、光路長調整装置１１
４に入射するレーザビームおよび光路長調整装置１１４から出射されるレーザビームをＸ
軸方向に沿ったものとすれば、光路長調整装置１１４のためにレーザビームをＹ軸方向と
Ｘ軸方向との間で変換する第３のミラー１２８および第４のミラー１２９は必要ではない
。また、ミラー１１７、１１７の代わりにコーナーキューブやリトロリフレクタなどとい
った逆反射プリズムを用いてもよい。
【００８８】
　また、実際には、第２のミラー１１６で反射された光は、たとえば、上述の対物光学装
置１１３に設けられた図示しないミラーで、Ｚ軸方向に反射され、対物光学装置１１３の
対物レンズに入射されることになる。
　また、図３では、一つのレーザの光路しか示されていないが、ここでは、Ｚ軸方向に間
隔を空けて複数、たとえば、４本のレーザが同様の光路を通って光源装置１１２から対物
光学装置１１３に導かれるようになっており、４つの対物光学装置１１３でそれぞれＸ軸
方向に変換される。なお、第２のミラー１１６で反射された光のうちのＺ軸方向（高さ方
向）で最も低い位置のレーザビームが第２のミラー１１６に最も近い対物光学装置１１３
に入射され、それからレーザビームが高くなる順に、第２のミラー１１６から遠くなる対
物光学装置１１３に入射される構造となる。
【００８９】
　また、ヘッド移動装置１２０は、基板１０１の被加工層１０２の溝加工の方向となるＸ
軸方向に沿った幅より僅かに広い範囲に渡ってヘッド１１０の移動を可能とするＸ軸移動
機構１２３と、Ｘ軸移動機構１２３に設けられたＸ軸スライダ１２２に設けられてヘッド
１１０をＹ軸方向に沿って移動可能とするＹ軸移動機構１２４とを有する。
【００９０】
　この例では、Ｘ軸移動機構１２３およびＹ軸移動機構１２４は、それぞれリニアモータ
からなっており、たとえば、リニアサーボモータやリニアステッピングモータを用いるこ
とにより、精密にヘッド１１０の移動を制御可能となっている。
　そして、Ｘ軸移動機構１２３は、Ｘ軸方向に沿って延在するリニアモータの固定子を有
するＸ軸ガイド部１２５と、当該固定子に沿って移動する移動子を有するＸ軸スライダ１
２２とを有する。
【００９１】
　Ｘ軸ガイド部１２５はＸ軸スライダ１２２をＸ軸方向に案内するとともに固定子が移動
子をＸ軸方向に駆動することになる。
　また、Ｘ軸スライダ１２２に設けられるＹ軸移動機構１２４は、Ｙ軸方向に沿って延在
するリニアモータの固定子を有するガイド部１２７と、当該固定子に沿って移動する移動
子を有するヘッド１１０とを有する。
【００９２】
　以上のような構成により、ヘッド１１０は、基板１０１に形成される被加工層１０２の
幅を含む範囲でＸ軸方向に移動可能となっている。また、ヘッド１１０のＹ軸方向への移
動可能な距離は、ヘッド１１０における各ビーム出射部の間隔が、基板１０１の被加工層
１０２に形成される溝の間隔と等しくされている場合に、ビーム出射部（対物光学装置１
１３）の数に溝の間隔を乗算した程度の距離となっている。
【００９３】
　たとえば、４本のビームにより、４つの溝を同時に形成する場合に、基板１０１がＹ軸
方向に溝同士の間隔に同時に照射されるビームの数としての４を乗算した距離を搬送され
る前に被加工層のＸ軸方向に沿ったヘッド１１０の移動を終了して、４つの溝の加工が終
わっている必要がある。
　したがって、基本的には、ヘッド１１０のＹ軸方向への移動距離は、上述のようにヘッ
ド１１０から出射されるビーム数に加工すべき溝同士の間隔を乗算した長さ以上は必要な
いことになる。
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【００９４】
　なお、後述のように、ヘッド１１０のＹ軸方向の移動速度と、基板１０１のＹ軸方向の
移動速度は等しく制御されるが、移動継続する基板１０１に対してヘッド１１０は、溝を
形成する動作毎に逆方向に戻って停止してから、再び、Ｙ軸方向（順方向）に移動開始す
ることから、ヘッド１１０のＹ軸方向の移動速度を基板１０１の移動速度まで加速するた
めの加速距離を必要とする。
【００９５】
　また、基板１０１がヘッド１１０による一回の溝を作製するための動作で作製される溝
から各溝間の間隔分だけ進んでしまうと、ヘッド１１０による次の溝作製が間に合わなく
なるので、ヘッド１１０のＹ軸方向への移動距離は、最大でも上述の距離だけあれば足り
ることになる。
【００９６】
　したがって、Ｙ軸移動機構１２４によるヘッド１１０のＹ軸方向の移動距離は、基板１
０１のサイズに比較して極めて短いものとなっている。
　そして、このようなＸ軸移動機構１２３およびＹ軸移動機構１２４を有するヘッド移動
装置１２０によるヘッド１１０の移動を伴うビーム加工方法について説明する。
　なお、ヘッドの移動制御は、図示しない移動制御装置（移動制御手段）によって行われ
る。
【００９７】
　移動制御装置は、リニアモータからなるＸ軸移動機構１２３およびＹ軸移動機構１２４
を制御するもので、基本的には周知のサーボモータ制御もしくはステッピングモータ制御
として制御が行われることになる。
　そして、ビーム加工方法においては、まず、基板１０１が搬送機構１０４により所定速
度ＳＫで基板１０１が移動しているものとする。また、基板１０１には、ヘッド１１０に
おけるビームの照射数に対応する本数の溝毎にビーム照射開始位置が設定されることにな
る。なお、ビーム照射開始位置は、被加工層１０２の左側縁側と右側縁側とに交互に設定
されることになる。
　そして、ビーム照射開始位置がヘッド１１０のビーム照射部のうちのたとえば基板１０
１の搬送方向に対して最も後側となるビーム照射部のビーム照射位置となった際にヘッド
１１０におけるビームの照射が開始されることになる。なお、レーザビームは、被加工層
１０２を加工する際にだけ照射し、加工以外でヘッド１１０が移動している際には、照射
を止めた状態としてもよいが、被加工層１０２を加工していない状態でもレーザビームを
出力させたままとして、レーザビームを安定した状態とするものとしてもよい。
【００９８】
　この際にヘッド１１０のＹ軸方向に沿った移動速度と、基板１０１のＹ軸方向に沿った
移動速度が同じとなって同期している必要がある。
　そこで、移動制御においては、まず、ヘッド１１０がたとえば搬送方向に移動する基板
１０１の左側にあり、かつ、搬送される基板１０１の次にビームを照射すべきビーム照射
開始位置が、左側にあるものとする。また、ヘッド１１０は、Ｙ軸方向の原点位置、基本
的には、搬送方向の最も後側にあるものとする。また、ヘッド１１０は、Ｘ軸方向の左右
どちらかの原点位置にあるものとする。なお、Ｘ軸方向に関しては、ヘッド１１０の移動
に際して最も左側となる原点位置と、最も右側となる原点位置とがある。
【００９９】
　また、原点位置は、ヘッド１１０の構造的な移動可能範囲の最も端となっている必要は
なく、溝加工に際する移動範囲内において最も端となっていればよい。この際にヘッド１
１０の構造的な移動可能範囲は、溝加工に際しヘッド１１０が移動する移動範囲より大き
なものとする。
　そして、基板１０１の前記ビーム照射開始位置が、ヘッド１１０の最も搬送方向の後側
となるビーム出射部のビーム照射位置より所定距離手前となった段階で、ヘッド１１０の
Ｙ軸方向への移動を開始し、ヘッド１１０の移動速度を基板１０１の搬送速度と等しくな
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るまで加速し、等しくなったところで、速度一定とする。
　また、この速度一定となった際に、基板１０１の前記ビーム照射開始位置と、ヘッド１
１０の前記ビーム照射位置とが等しくなっている必要がある。
【０１００】
　そして、図５（ａ）に示すように、ヘッド１１０からのビーム照射位置はＹ軸方向に矢
印Ｙ１に沿って加速移動する。ヘッド１１０の移動速度が基板１０１の搬送速度に等しく
なるとともに、ビーム照射開始位置と、ビーム照射位置が等しくなった時点で、ビームの
照射を開始するとともに、ヘッド１１０をＸ軸方向に沿って移動する。これにより、図５
（ａ）に示すようにヘッド１１０から照射される４本のビームの照射位置は、矢印Ｙ２に
沿って右斜め前に移動する状態となる。なお、Ｘ軸方向移動にも加速期間が必要となるの
で、実際には、前記ビーム照射開始位置と、前記ビーム照射位置とが等しくなる前にヘッ
ド１１０のＸ軸方向への移動を開始する必要がある。
【０１０１】
　この際のＸ軸方向への移動は、基本的に等速移動となるが、最初に上述のように加速が
必要で最後に減速が必要となる。特に、加速や減速による速度の違いにより、レーザビー
ムによる加工に影響が生じる場合には、Ｘ軸移動の開始位置と、停止位置を被加工層１０
２の左右側縁より外側とし、Ｘ軸移動の開始位置でヘッド１１０がＸ軸方向に加速しなが
ら移動開始し、被加工層１０２の側縁の外側から側縁に達した段階でＸ軸方向への移動速
度が所定の速度ＳＸとなった状態とし、それ以降ビームが被加工層１０２上に照射されて
いる間は、所定速度で等速に移動するものとする。
　なお、Ｘ軸方向における被加工層１０２の外側での加速時に同時にＹ軸方向の加速が行
われるものとする。
【０１０２】
　ここで、ヘッド１１０がＹ軸方向およびＸ軸方向に加速している段階が、一側縁側加速
工程（左側縁側加速工程）となる。
　そして、上述のようにヘッド１１０がＹ軸方向に基板１０１の搬送速度ＳＫで等速移動
し、Ｘ軸方向に所定速度ＳＸで等速移動している段階が、順方向等速加工工程となる。
　そして、レーザビームの照射位置が被加工層１０２の反対側の側縁に達したところで、
ヘッド１１０のＸ軸方向の移動における速度を減速して停止させるようにすればいい。
【０１０３】
　そして、Ｘ軸方向の等速移動が終了した段階、すなわち、Ｙ軸方向の等速移動も終了し
た段階で、ヘッド１１０をＹ軸方向で基板１０１の搬送方向で逆方向に移動する。この際
には、ヘッド１１０は、Ｙ軸方向の移動において、減速してから停止し、そして逆方向に
移動することになる。この際にＸ軸方向の移動も減速されて停止する。このヘッド１１０
の原点位置に復帰する工程が他側縁側原点復帰工程となる。
　また、この際に基板１０１において、上述のようレーザビームの照射が行われたビーム
照射開始位置の次となるビーム照射開始位置が上述の所定の搬送速度ＳＫで移動している
ことになる。
【０１０４】
　それに対してヘッド１１０をＹ軸方向に沿って搬送方向の逆方向に移動して原点位置に
戻すことになる。Ｘ軸方向では、左右に原点位置があり、左の原点位置の逆となる右の原
点位置でヘッド１１０が停止した状態となる。
　この際に、図５（ａ）の矢印Ｙ３に示すように、Ｙ軸方向に沿って上述のＹ軸方向の原
点位置までヘッド１１０を戻すことになるが、この際に、基板１０１の次にビーム照射開
始位置が、ヘッド１１０の前記ビーム照射位置よりも未だ後方にある必要があり、上述の
ようにヘッド１１０が移動開始して所定速度となった際にヘッド１１０の前記ビーム照射
位置に基板１０１のビーム照射開始位置が追いついた状態となる必要がある。
【０１０５】
　なお、加速や減速を考慮しなければ、この状態で、基板１０１の次のビーム照射開始位
置をヘッド１１０のビーム照射位置に合わせることになるが、実際には再びＸ軸方向およ
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びＹ軸方向に沿ってヘッド１１０を移動開始するとともに加速する他側縁側加速工程を経
てビーム照射開始位置をヘッド１１０のビーム照射位置に合わせることになる。そして、
この他側縁側原点復帰工程と他側縁側加速工程とを合わせて他側縁側照射位置合わせ工程
となる。なお、他側縁側加速工程においては、基本的に左右位置が逆となる以外は、上述
の一側縁側加速工程と同様の処理が行われる。
　すなわち、図５（ｂ）の矢印Ｙ４に示すように、Ｙ軸方向に加速することになる。
【０１０６】
　また、Ｘ軸方向においても、上述のＸ軸方向の移動開始となる左側の原点位置に対して
右側の原点位置から、上述の場合と逆に右から左に移動する以外は同様に加速することに
なる。
　そして、他側縁側加速工程において、Ｙ軸方向の移動速度が前記基板１０１の搬送速度
ＳＫとなり、Ｘ軸方向の移動速度も所定の速度となり、かつ、基板１０１のビーム照射開
始位置がヘッド１１０の照射開始位置となった際に、逆方向等速加工工程として、順方向
等速加工工程の場合とＸ軸方向を逆方向に等速で移動し、かつ、Ｙ軸方向に等速で移動し
てレーザビームによる加工を行う。すなわち、図５（ｂ）の矢印Ｙ５方向に移動する。
【０１０７】
　そして、上述の場合と同様にＸ軸方向およびＹ軸方向への等速移動が終了し、Ｘ軸方向
で減速して停止し、Ｙ軸方向で減速停止した後にヘッド１１０をＹ軸方向に沿って矢印Ｙ
６に示すように原点位置に戻す一側縁側原点復帰工程を行う。
　そして、ヘッド１１０をＹ軸方向の搬送方向の逆方向に戻して原点位置とした後に、最
初の工程に戻ることになる。
　そして、一側縁側原点復帰工程と最初の一側縁側加速工程とが、基板１０１のビーム照
射開始位置にヘッド１１０のビーム照射位置を合わせる一側縁側照射位置合わせ工程とな
る。
【０１０８】
　以上のようなビーム加工方法において、ヘッド１１０の移動は、概略図５（ｃ）に示す
ように蝶ネクタイ状の移動となる。すなわち、左側から右前側に斜めに移動した後に、後
側に真っ直ぐ戻り、右側から左前側に斜めに移動した後に後側に真っ直ぐ戻ることにより
、移動形状が蝶ネクタイ状となる。
　また、このような移動において、左側から右前側の移動における前側、すなわちＹ軸方
向の移動における速度が基板１０１の搬送速度と一致し、右側から左前側の移動における
前側、すなわち、Ｙ軸方向の移動における速度が基板１０１の搬送速度と一致することか
ら、基板１０１の被加工層１０２における加工形状は、ストライプ状に溝が等間隔で並ん
だものとなる。
　なお、図５において、実線が順方向（ここでは、左から右）の加工を示し、破線が逆方
向（ここでは、右から左）の加工を示すものとなっている。
【０１０９】
　このようなビーム加工方法を行うためのヘッド１１０の移動制御は、前記移動制御装置
により、Ｙ軸方向とＸ軸方向の処理が同時に行われることになり、以下に示す概略工程で
制御が行われることになる。
　ヘッド１１０の位置をＹ軸原点位置およびＸ軸左側原点位置（右側原点位置でも可）と
する。なお、サーボ制御においては、Ｘ軸移動機構１２３およびＹ軸移動機構１２４にお
いて、固定子側に移動子の位置を計測するセンサを設け、当該センサによりＹ軸移動機構
１２４およびＸ軸移動機構１２３でそれぞれ移動子の位置を計測することでヘッドの位置
を計測可能としている。
【０１１０】
　所定のヘッド位置にない場合には、ヘッド１１０を移動することになる。また、ヘッド
１１０の動作中も前記センサにより求められた位置によりフィードバック制御が行われる
。
　搬送機構１０４が連動して基板１０１の搬送が行われ、基板１０１が所定速度ＳＫまで



(19) JP 4467632 B2 2010.5.26

10

20

30

40

50

加速し、所定速度ＳＫで搬送される。
【０１１１】
　そして、基板１０１の被加工層の上述のビーム照射開始位置が所定位置に達した際、す
なわち、ビーム照射開始位置から原点位置にあるヘッド１１０のビーム開始位置に対して
所定距離Ｌ１だけ手前にある位置となった際に、以下の処理を行う。
　すなわち、Ｙ軸移動機構１２４において移動子を速度０から所定速度ＳＫまで加速する
とともに、この際の加速度は移動子が所定距離だけ移動する所定期間で所定速度ＳＫに達
する加速度に設定されている。
【０１１２】
　ここで、所定速度ＳＫは、搬送機構１０４における搬送速度ＳＫと同じ速度となる。ま
た、この際に基板１０１は前記所定距離に加えて前記所定期間中に所定速度ＳＫで基板１
０１が搬送される距離分だけ移動し、この際に前記ビーム開始位置がヘッドのビーム照射
位置となるように設定されている。
　また、Ｘ軸移動機構１２３において移動子を速度０から所定速度ＳＸまで加速する。こ
の際に、ヘッド１１０のビーム照射位置は、被加工層１０２の外側から被加工層１０２の
側縁の上述のビーム照射開始位置に達する。
【０１１３】
　この状態でＹ軸移動機構１２４の移動子の速度が所定速度ＳＫとなり、Ｘ軸移動機構１
２３の移動子の速度が所定速度ＳＸとなるとともに、ヘッド１１０の位置はそのビーム照
射位置が基板１０１のビーム照射開始位置となる。この制御工程が、一側縁側加速制御工
程となる。
　この状態で被加工層１０２の他方の側縁の加工終了位置となるまで、上述の状態のまま
Ｘ軸移動機構１２３の移動子と、Ｙ軸移動機構１２４の移動子とが移動を継続する。これ
が順方向等速加工制御工程となる。
　そして、加工終了位置に達すると、Ｙ軸移動機構１２４における移動子が急減速し、か
つ、停止した後に逆方向に急加速移動してＹ軸原点位置に戻るとともに、Ｙ軸原点位置近
傍で再び急減速してＹ軸原点位置で停止する。
　同様にＸ軸移動機構１２３でも移動子が急減速し、かつ、停止してＸ軸右側原点位置で
停止する。これが他側縁側原点復帰制御工程となる。
【０１１４】
　次に、再び、上述のＹ軸移動機構１２４における移動子の加速工程と、Ｘ軸移動機構１
２３における移動子の加速工程とを行う。すなわち、他側縁側加速制御工程を行う。なお
、上述の他側縁側原点復帰制御工程と、他側縁側加速制御工程とを合わせた工程が、基板
１０１の被加工層１０２の他方の側縁側でヘッド１１０を基板１０１の搬送方向と逆方向
に移動するように制御して搬送中の基板１０１の順方向等速加工制御工程でヘッド１１０
の搬送方向の最も後側となるビーム出射部（対物光学装置１１３）で加工された部分から
所定間隔離れた位置に、ヘッド１１０の搬送方向の最も先側となるビーム出射部から照射
されるビームを照射可能に移動する他側縁側照射位置合わせ制御工程となる。
　なお、Ｘ軸移動機構１２３における進行方向は、上述の加速工程とは逆方向となる。
　そして、Ｙ軸移動機構１２４における移動子の移動速度が所定速度ＳＫとなり、Ｘ軸移
動機構１２３における移動の移動速度が所定速度ＳＸとなる。また、ヘッド移動装置１２
０により移動したヘッド１１０のビーム照射位置が、基板１０１の次のビーム照射開始位
置となる。
【０１１５】
　この段階で、上述の順方向等速加工制御工程と同様でＸ軸方向の進行方向だけが逆とな
る逆方向等速加工制御工程での処理が行われる。すなわち、ヘッド１１０がレーザビーム
を照射しながらＹ軸方向に所定速度ＳＫで移動し、Ｘ軸方向に所定速度ＳＸで移動する。
　そして、ヘッド１１０のビーム照射位置が、基板１０１の被加工層１０２の一方の側縁
のビーム照射終了位置に達した際に、上述の他側縁側原点復帰制御工程と同様の一側縁側
原点復帰制御工程が行われる。なお、Ｘ軸移動機構１２３においては、原点が左右にあり
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、前の他側縁側原点復帰制御工程と逆の左右位置の原点に復帰することになる。
　ここでは、最初のＸ軸移動機構１２３の左の原点位置に戻ることになる。
　そして、上述の最初の状態に戻るとともに、上述の工程を繰り返すことで、さらに溝加
工を継続することができる。なお、この一側縁側原点復帰制御工程と、最初の一側縁側加
速制御工程とを合わせた工程が、上述の他側縁側照射位置合わせ制御工程と同様の一側縁
側照射位置合わせ制御工程となる。なお、他側縁側照射位置合わせ制御工程と一側縁側照
射位置合わせ制御工程とではＸ軸方向の左右位置が逆になる。
【０１１６】
　以上のようなビーム加工装置によるビーム加工方法によれば、ヘッド１１０を上述のよ
うに移動することで、基板１０１の搬送を停止することなく被加工層１０２にストライプ
状に溝を形成することができるので、前記発電システム等の製造において、作業期間の大
幅な短縮を行うことができる。
　また、基板１０１の搬送機構１０４においては、頻繁に加速、減速、停止を繰り返すこ
とがないので、搬送される基板１０１が大型で重量が大きなものであっても、搬送機構１
０４に大きな強度が要求されたりすることがなく、搬送機構１０４のコストの低減を図る
ことができる。
　また、搬送される基板１０１に大きな負荷がかかるのも防止することができる。
【０１１７】
　また、ヘッド１１０を蝶ネクタイの外周に示されるような形状に沿って移動しながら、
基板１０１に垂直にレーザビームを照射することができるので、基板１０１の他方の面側
から一方の面側の被加工層にレーザビームを照射して加工する際に、例えば、ガルバノミ
ラーを用いて斜めに照射するとともに照射角度が変化するような場合と比較して基板１０
１とたとえば周囲の雰囲気となる空気やその他の気体との界面における屈折率による反射
率や照射角度の変化がなく、精密で略一定した加工が可能となり、これにより前記発電シ
ステムの製造においては発電効率の向上が望める。
【０１１８】
　また、これにより加工時間のさらなる短縮を図ることができる。
　また、ストライプ状に多くの直線状の加工を狭い間隔で繰り返し行える構成とした場合
に、ヘッド１１０のＸ軸方向への移動速度や、Ｙ軸方向における上述の減速、原点復帰工
程の際、移動速度が基板１０１の搬送速度に対して十分に速い必要があるが、一度に複数
のレーザビームを用いて複数の溝を加工することで、たとえば、基板１０１の搬送速度を
一定とした場合にヘッド１１０のＸ軸方向の移動速度の低減や、Ｙ軸方向の減速、停止、
加速に必要な期間の長期化を図ることができ、これによってヘッド移動装置１２０のコス
トの低減を図ることができる。
【０１１９】
　また、逆に、基板１０１の搬送速度を速くしてさらなる加工時間の短縮を図ることも可
能となる。
　また、このようなビーム加工装置におけるビーム加工方法で製造されたビーム加工基板
においては、上述のビーム加工装置のコスト低減による製造設備のコスト低減と、製造時
間の短縮によるコストの低減を図ることができる。このようにコストの低減を図っても精
密で安定したビーム加工により、高い品質を有するビーム加工基板となり、たとえば、光
電効果を利用した発電システムのパネルに応用した場合に発電効率の高いものとすること
ができる。
【０１２０】
　また、ビーム照射位置が蝶ネクタイ状に移動することから、ステージ１４１に設けられ
て吸引手段が配置されるスリット部は、例えば、蝶ネクタイ状のビーム照射位置全体に対
応するものとなる。
　また、上述のように蝶ネクタイ状にビームの照射位置を移動する際に、ガルバノミラー
を用いてもよい、この際にｆθレンズを用いるものとしてもよい。この場合に、基板１０
１に斜めにビームが入射する場合に、基板１０１のビームが入射する面の反対側の面に被



(21) JP 4467632 B2 2010.5.26

10

20

30

40

50

加工層１０２があるので、入射角度と屈折率の違いによりビームが照射される面と、被加
工層１０２が設ける面とビームの照射位置がずれることになる。そこでガルバノミラーに
より、ビームの照射位置を移動する際に、被加工層１０２側のビーム照射位置の精度を高
める必要があり、基板１０１へのビームの入射角度と基板１０１の屈折率と基板１０１の
周囲の雰囲気ガスとの屈折率とからビーム照射位置を調整する必要がある。
【０１２１】
　図６（ａ），（ｂ）および図７は、本発明の第３の実施形態のビーム加工装置の概略を
説明するものである。
　第１および第２の実施の形態において、基板２（１０１）の被加工層３（１０２）側を
下として基板２（１０１）の上側からレーザを照射していたのに対して、第３の実施の形
態では、基板１０１の被加工層１０２（図４に図示）側を上として、基板１０１の下側か
らレーザを照射する構成となっている。
【０１２２】
　第３の実施の形態では、第１および第２の実施の形態と搬送機構２０４の構造が異なり
、さらに、ビーム照射手段のヘッド２１０が搬送機構２０４上の基板１０１の下側に配置
されるとともに、ヘッド２１０の移動機構や、ヘッド２１０にレーザビームを誘導するビ
ーム誘導系が搬送機構２０４上の基板１０１に対して下側に配置される点で第１および第
２の実施の形態と異なるが、この基板１０１に対する位置関係以外は、第１の実施の形態
もしくは第２の実施の形態と同様のビーム照射手段（ビーム照射装置２１１）を用いるこ
とができる。
　第３の実施の形態のビーム加工装置は、第１および第２の実施の形態と同様の用途で用
いることが可能で、かつ同様の加工が可能なものであり、第１の実施の形態と同様に光電
効果を利用した発電システムを製造することができる。
【０１２３】
　第３の実施の形態の搬送機構２０４は、気体浮上機構１０を備えておらず、支持手段と
してのローラ２０３を備えている。また、ローラ２０３は、それぞれローラ支持部材２０
５により回転自在に支持されている。また、ローラ２０３は、その回転中心が搬送機構２
０４による基板１０１の搬送方向と直交する方向に配置されており、基板１０１を搬送方
向にそって移動自在に支持している。
【０１２４】
　また、ローラ２０３は、搬送方向に沿って複数列に配置されているとともに、搬送方向
と直交する幅方向にそって複数列に配置されており、基板１０１を下側から基板１０１が
撓まないように支持している。
　すなわち、搬送機構２０４は、基板１０１を平らな状態となるように支持していること
になる。なお、ローラ２０３を基板１０１の幅方向（当該基板１０１の搬送方向に直交す
る方向）に対して複数並べて配置するのではなく、ローラ２０３を基板１０１と同じ程度
の長さとして、基板１０１の撓みを防止する構造としてもよい。
【０１２５】
　ローラ２０３は、基板１０１の下面に接触することになるが、基板１０１は被加工層１
０２を上側に向けて搬送機構２０４に配置されるので、ローラ２０３に被加工層１０２が
接触することがなく、ローラ２０３との接触により、被加工層１０２が傷つくことがない
。なお、これらローラ２０３は、全ての上端部がほぼ水平な１つの平面内に配置されるよ
うになっており、基板１０１をほとんど撓ませることなく平に支持した状態となる。
【０１２６】
　また、ローラ２０３は、基本的に気体浮上機構１０と同様に基板１０１を搬送方向に移
動可能に支持しているだけで、基板１０１の移動は、第１および第２の実施形態と同様に
図示しない移動機構により行われる。移動機構は、例えば、第１の実施の形態の移動機構
１４と同様のものである。
　また、搬送機構２０４は、気体浮上機構１０と同様に、スリット部２０１を備えている
。スリット部２０１は、搬送方向に直交しており、基板１０１の幅と同じ程度もしくはそ
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れ以上の長さを有するものとなっている。
【０１２７】
　そして、スリット部２０１の下側では、後述するようにヘッド２１０が基板１０１の搬
送方向であるＹ軸方向と、搬送方向に直交するＸ軸方向に移動自在となっている。
　また、スリット部２０１の上側には、第１の実施の形態と略同様の構成を有する吸引手
段２０７が設けられている。この吸引手段２０７が第３の実施の形態の粉体除去手段とな
るものである。
【０１２８】
　吸引手段２０７は、第１の実施の形態と同様のものであるが、基板１０１の下側ではな
く、基板１０１の上側から基板１０１の被加工層１０２に近接して吸引を行うものとなっ
ている。吸引手段２０７は、前記スリット部２０１の上側に配置されている。また、スリ
ット部２０１で下側からのレーザビームの照射により被加工層１０２のビームで加工され
る部分全体を覆うように配置されている。これにより、レーザビーム照射により、上述の
ように生じた粉体（粉塵）が吸引除去されるので、基板１０１の被加工層１０２に粉塵が
再付着したり、被加工層１０２が汚れた状態となるのを防止することができる。なお、吸
引手段２０７をヘッド２１０の移動範囲（搬送機構２０４において基板１０１がレーザ照
射を受ける範囲）全体に渡って粉体を吸引できるように固定的に設けるものとしたが、レ
ーザの照射位置の移動に対応して吸引手段２０７が移動するものとしてもよい。
【０１２９】
　第３の実施の形態におけるビーム照射装置２１１は、基本的に第２の実施の形態のビー
ム照射装置１１１と同様のものであり、レーザビームを生成する光源装置２１２と、当該
光源装置２１２からヘッド２１０にレーザビームを導くビーム誘導系を備えている。
【０１３０】
　なお、図６および図７に示す概略図に基づいて、ビーム誘導系を説明すると、光源装置
２１２からＸ軸方向に沿って照射されたレーザビームは、ミラー２１５によりＹ軸方向に
向けられ、第２の実施の形態の光路長調整装置１１４と同様の光路長調整装置２１４に導
入された状態となる。光路長調整装置２１４に導入されたレーザビームは、ミラー２１６
によりＹ軸方向からＸ軸方向に向きを変えられる。ミラー２１６のＸ軸方向先側には、光
路長調整装置２１４のリトロリフレクタ２１７がＸ軸方向に移動自在に配置されている。
リトロリフレクタ２１７は、光路長調整ステージ２１３上でＸ軸方向に移動自在に支持さ
れている。
【０１３１】
　リトロリフレクタ２１７は、第１の実施の形態の光路長調整装置１１４の２枚のミラー
１１７，１１７の代わりに設けられたもので、所定の方向から光が入射すると、入射した
光と平行になるように光を反射して出射させるようになっている。そして、リトロリフレ
クタ２１７がヘッド２１０の移動に合わせて当該リトロリフレクタ２１７に入射する光（
出射する光）の方向に移動することで、レーザビームの光路長を略一定に保つようにして
いる。
【０１３２】
　リトロリフレクタ２１７から出射された光は、ミラー２１８を介してミラー２１９に照
射され、ミラー２１９は、Ｘ軸方向にそってヘッド２１０に光を照射する。
　ヘッド２１０は、搬送機構２０４のスリット部２０１の下側に設けられたＸ軸ステージ
２０９上で、Ｘ軸方向に沿って移動自在に支持されている。
　ヘッド２１０は、Ｘ軸方向に沿って搬送機構２０４のスリット部２０１の下側を移動す
るが、このヘッド２１０にミラー２１９からレーザビームが照射された状態が保持される
。
　また、これらの構成要素からなるビーム照射装置２１１は、ベース２２０上に配置され
た状態で、搬送機構２０４の内部に収納された状態となっており、上述のようにヘッド２
１０をＸ軸方向に移動させるＸ軸ステージ２０９が搬送機構２０４のスリット部２０１の
真下に配置されるようになっている。
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【０１３３】
　なお、ヘッド２１０は、上述の第２の実施の形態と同様に僅かな距離だけＹ軸方向にも
移動するものであるが、図６および図７では、Ｙ軸方向への移動する構成を省略している
。また、ヘッド２１０は、複数のレーザビームを同時に照射するものとしてもよい。この
際にレーザビームは、Ｙ軸方向に並んだ状態となっている。
　そして、この例のビーム加工装置におけるビーム加工方法は、基板１０１が被加工層１
０２を上に向けている点と、ヘッド２１０が基板１０１の下側に配置されて、基板１０１
の下側から上に向けてレーザビームを照射している点以外は、第１の実施の形態もしくは
第２の実施の形態と同様に行われることになる。
【０１３４】
　すなわち、第１の実施の形態と同様に、搬送機構１０４が基板１０１を停止と搬送とを
繰返し行う状態とされ、基板１０１が停止した状態で、基板１０１の搬送方向と直交する
方向にレーザビームを移動しながら照射することにより、基板１０１の被加工層１０２に
ストライプ上に溝を形成することができる。
【０１３５】
　また、第２の実施の形態と同様に、搬送機構１０４で基板１０１を一定速度で搬送して
いる状態で、基板１０１の搬送に同期して、上述のようにヘッド２１０によるレーザビー
ムの照射位置を蝶ネクタイ状に移動する構成としてもよい。
　この例では、被加工層１０２を上側にして基板１０１を配置することで、被加工層１０
２を傷つけることなく基板１０１を下側から支持して、基板１０１の撓みを防止すること
ができる。また、レーザビームを基板１０１の下側から照射することで、基板１０１を通
過したレーザビームで被加工層１０２の加工を行うことができる。
【０１３６】
　したがって、基板１０１を下側から支持することで、基板１０１を平に保持した状態で
、レーザ加工が行えるので、第１の実施の形態と略同様の作用効果を得ることができる。
　また、被加工層１０２を上にした場合に、被加工層１０２の加工によって生じる粉体が
基板１０１に付着してしまう虞があるが、基板１０１の上側から粉体を吸引除去すること
で、基板１０１への被加工層１０２の加工で生じる粉体の付着を防止することができる。
　これにより、基板１０１の下側から基板１０１の上面側の被加工層１０２を加工するも
のとしても問題が生じることがなく、被加工層１０２の加工を行うことができる。
　また、第２の実施の形態と同様のビーム加工方法を用いることで、第２の実施の形態と
同様の作用効果を奏することができる。
　なお、基板１０１の下側を支持する部材は、基板１０１の撓みを防止でき、かつ、基板
１０１を傷つけることなく、円滑に搬送方向に移動可能ならばどのようなものであっても
よく、例えば、ベルトにより搬送するような構造であってもよい。
【符号の説明】
【０１３７】
２　　　　ガラス基板（基板）
３　　　　被加工層
１０　　　気体浮上機構
１１　　　ステージ
１１ｃ　　スリット部
１２　　　気体噴出板（気体噴出機構）
１３　　　吸引手段
１６　　　粉体除去手段
５０　　　ビーム照射手段
１０１　　基板
１０２　　被加工層
１１０　　ヘッド
１１１　　ビーム照射装置（ビーム照射手段）
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１１２　　光源装置
１２０　　ヘッド移動装置
１２３　　Ｘ軸移動機構
１２４　　Ｙ軸移動機構
１０４　　搬送機構（移動機構）
１４１　　ステージ
２０３　　ローラ（支持手段）
２０４　　搬送機構
２０７　　吸引手段（粉体除去手段）
２１０　　ヘッド
２１１　　ビーム照射装置（ビーム照射手段）
２１２　　光源装置

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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